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　新世紀を迎え、地球規模では人類共通の課題である地球温暖化問題の解決に向け、気候変動枠組条
約締約国会議（ＣＯＰ）において、京都議定書批准に向けた協議が行われています。また、我が国では地球
と共生する「２１世紀『環の国』日本」をめざし、循環型社会形成へ向けての活動が本格化してきています。
これら世界と日本を取り巻く環境問題の解決において企業が果たすべき役割の中で電気事業者に求められ
るところは大きいといえます。
 
 当社は、会社設立の１９５２年以降、日本のエネルギー政策のもと、国内の大規模かつ困難な水力発電の
開発をはじめとして、１９６０年代には国内石炭産業に対する国策に沿った石炭火力の建設、１９７３年の第
１次オイルショックに対応した石油代替エネルギーの柱である大規模海外炭火力の導入を行ってまいりました。
私どもは、５０年間にわたる事業活動を通じて得た経験・技術・ノウハウを活かし、常に時代に相応した最良の
環境保全対策を導入し、電力の安定供給と環境保全との共立を図って参りましたが、今後とも企業理念に
掲げた「エネルギーの不断の提供」と「環境の調和」を念頭に、より一層環境保全に配慮し、日本と世界の持
続可能な発展に貢献していく所存です。

　こうしたなか、石炭火力発電技術のトップランナーとして、昨年度は世界最高水準の発電効率と環境保全
対策設備を有する橘湾火力発電所が完成し、運用を開始しました。また発電に際してＣＯ２を排出しない原
子力発電や風力発電などの推進、海外への水力・火力発電技術移転の積極的展開とともに、未利用エネル
ギーの有効活用を図るタイ国バイオマス発電プロジェクトにも参画しております。
 
　私どもは、このようなグローバルな事業活動を行う一方で、発電所の開放や見学会、地域が主催する行事
への参加などにより、地域コミュニティーへ貢献し、「地域の信頼に生きる会社」であり続けたいと念願しており
ます。

　本レポートを通じて皆様とのコミュニケーションを一層深めてまいりたいと思いますので、ぜひご一読いただき、
ご意見、ご要望をお寄せいただきますようお願い申し上げます。
　

2001年8月
電源開発株式会社
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● 本報告書は２０００年４月～２００１年３月の環境保全活動
を中心に掲載しています。

● 本報告書の全体構成は以下の通りです。
 ○最初にトップメッセージをとおして、電源開発株式会社の
環境活動の理念、方針を示すとともに、それを形にした
環境方針と組織についてご紹介します。

 ○次に、環境方針に基づく個々の具体的な活動実績をご
紹介しています。具体的な活動については、地球環境
レベルのものから地域レベルのものへと順を追ってご説
明します。

 ○最後に２００１年度の活動計画として2001年度行動指
針を示します。また巻末には、環境年表などの情報を資
料として掲載しています。

編集方針

社　長

会社概要

事業内容

設 立

根 拠 法

資 本 金

株 主

電力設備  

●発電設備 （認可最大出力）

　水力発電所 ５８カ所 ８,２６０,８００kW

　火力・地熱発電所 ８カ所 ７,７５４,５００kW

　計  ６６カ所 １６,０１５,３００kW

●送電設備（亘長）  ２,４０４.４km

　うち超高圧送電線  １,９７０.２km

　　　　直流送電線  ２６７.２km

●変電設備（認可出力） ３カ所 ４,２９２,０００kVA

●周波数変換所（認可出力） １カ所 ３００,０００kW

●交直変換設備（認可出力） ４カ所 ２,０００,０００kW

●無線通信設備（回線延長）  ５７０,９９５ch-km

   

発電電力量（２０００年度）  

　水力  １２,５５０百万kWh

　火力  ４１,９４５百万kWh

　  計  ５４,４９５百万kWh
  

販売電力量および販売電力料（２０００年度）

　電力量  ４８,９１５百万kWh

　電力料  ４２５,１８５百万円

従業員数  ３,３７９名

   ２００１年３月３１日現在

電気事業

１９５２年９月１６日

電源開発促進法

授権資本１,０００億円　払込資本７０６億円

１０（財務大臣および９電力会社）

水力発電所（増設２発電所を含む）
火力・地熱発電所（建替１発電所を含む）
変電所（変換所を含む）
送電線
試験・研究所

水力発電所
火力・地熱発電所
原子力発電所
送電線

既設

建設中（建設準備中、計画中を含む）



Ⅰ. 電源開発環境方針

　環境保全活動を組織的、体系的に実施す
るため、2000年6月に「電源開発環境方針」
を定めました。「電源開発環境方針」は、中長
期的視野に立った会社の環境問題に対する
基本的な取り組み方針を示す「基本方針」と、
当年度の具体的な取り組み課題を示す「行

動指針」により構成されています。「行動指針」
については、環境に関する社会動向や事業活
動の変化などを環境保全活動に反映させる
ため、年度毎に見直しをかけることとしています。

　会社は、事業活動に伴う環境への影響を最小限にとどめるため、確固と
した環境管理システムを構築し、社会との良好なコミュニケーションを図り
ながら、地球と地域の環境保全活動を積極的に展開することにより、世界
と日本の持続可能な発展に貢献する。

（2000年度行動指針を3ページに、2001年度行動指針を33ページに掲載しています。）

基本方針で示した３つの項目について、毎年度の具体的な
課題を示しています。

●エネルギー利用効率の向上と原子力、再生可能・未利用エネルギー、新技術の
開発を推進することにより地域環境の保全を図るとともに、これら環境保全に関す
る先進技術の海外移転を通じて地球環境の保全に努める。
●あらゆる事業活動において、廃棄物発生の抑制、資源の再生・再利用に努め、循
環型社会の構築に貢献する。
●電力設備の建設と運用にあたって、環境保全のための諸対策を継続することによ
り環境負荷を抑制し、地域環境との調和を図る。
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Ⅱ. 環境保全活動を推進するために
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基本方針

行動指針

本　店

事業所

地球・地域環境の保全

地球・地域環境の保全

　本店では、環境管理全般について審議・調整・
報告するため、「環境行動推進会議」を設置して
います。委員は電力設備の計画・建設・運用に直
接関わっている部や環境に関係の深い業務を遂
行している部の長です。

　また、この推進会議を構成している部には、事
業所の環境保全活動を支援するため、「環境管
理担当」を配置し、環境管理の総括箇所である
立地環境部と連携して、環境に関する課題の解
決に取り組んでいます。

　火力発電所、支社本部、電力所、建設所などの
事業所では、ISO14001に準拠した環境管理シス

テム（EMS)の導入を進め、環境保全活動に取り
組んでいます。

●体系的、効率的な環境管理システムを構築・運用して環境保全に取り組む。
●事業活動に伴う環境負荷の把握を行い、環境保全のため設定した目標の達成に
努める。

環境管理の充実

環境管理の充実

●事業活動に対する社会からの理解を得るため、環境保全への取り組み状況を公
表する。
●地域社会の一員としての環境保全活動を通じて、社会とのコミュニケーションに努
める。

社会とのコミュニケーション

社会とのコミュニケーション

本 店

事業所

審査室

企画部 立地環境部 本店各部 新エネルギー・技術開発部

支社本部

電力所・送電所・工事所

火力発電所・地熱発電所 建設所等 茅ヶ崎研究センター 若松総合事業所

社　長 常務会

環境行動推進会議

議　長：立地環境部担当常務取締役

副議長：企画部長

委　員：本店関係部長

事務局：立地環境部環境室



CO2の吸収・固定、
回収への取り組み
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　２０００年度は、次に示す行動指針に基づき、環境保全活動を展開しました。

Ⅲ.２０００年度活動実績

温室効果ガスの
排出抑制

CO2排出原単位の
低減

京都メカニズム活用
に向けた準備

環境負荷の
排出抑制

●原子力発電所の新設
●再生可能エネルギーの有効利用 

●未利用エネルギーの有効利用

・大間原子力発電所の工程確保に努める 
・水力発電所および地熱発電所の安定運転と新規地点の開発を継続する
・苫前における風力発電事業について、平成12年度運転開始に向け建設を推進する  
・仁賀保における風力発電事業について、平成12年度着工に向け準備を進める  
・大牟田における廃棄物発電事業について、平成12年度着工に向け準備を進める  
・福山における廃棄物発電事業について、プラント建設のための技術評価を進める 

●排出抑制の継続 ・大気中への硫黄酸化物（SOx）、窒素酸化物（NOx）等の排出抑制のために、燃焼管理および環境保全対策設備の適切な管理を実施する  
・水域への水質汚濁物質の排出について、排水処理設備の適切な管理を実施する  
・騒音・振動の発生について、発生機器の適切な管理を実施する  

●資源の再生・再利用 ・石炭灰・石膏のリサイクル利用を図る  
・コンクリート塊等の建設副産物の有効利用を図る  
・ビン、缶、プラスチック等の廃棄物分別収集を実施する  
・環境負荷の小さいリサイクル製品等の利用を図る  

●PRTR法への対応
●ダイオキシン法への対応
●PCBの管理

・PRTR法（化学物質の排出量・移動量の届け出制度：対象435物質）の対象となる物質の使用状況について、実態調査を行う
・廃棄物焼却炉の排ガスおよび焼却灰のダイオキシン実態調査を行うとともに、今後の廃棄物処理方針を定める
・PCBについて、廃棄物処理法にもとづき適切に管理すると共に、将来に向けて適切な処理方針の検討を行う

●計画・設計面での取り組み
●建設・運用面での取り組み
●環境影響評価手法のレベルアップに向けた取り組み

●火力発電の環境保全対策技術および水力発電の技術移転の推進

・事業が環境へ与える影響を評価する   　特に地域の生態系への影響の軽減を図るとともに、種の多様性の保全に努める
・環境影響評価にもとづき計画した環境保全対策を実施する
・建築物のLCA（ライフサイクルアセスメント）について調査研究する

●火力・工務部門への導入
●本店部門への導入
●建設部門への導入

・全火力発電所および6支社本部、8電力所へ導入し、円滑な運用を図るとともに、残る支社本部と電力所は導入準備を進める
・総務部への導入準備を進める    ・建設部へ導入し、ISO14001の認証を取得する
・大間原子力建設準備事務所へ導入し、円滑な運用を図る

●環境管理システムの継続的改善 ・環境負荷の実態を把握するとともに、環境保全のための目標を設定する  
・法令・協定等を遵守し、目標達成に取り組む 　・環境監査を計画的に実施する
・環境監査の結果にもとづき環境管理システムを見直す

●従業員の意識向上
●環境保全コストの把握

・計画的な教育・研修・訓練によリ、従業員の取り組み意識の向上を図る
・コスト把握手法の検討を進める
・モデル事業所の試算結果を踏まえ、全社の環境保全コストを算定する

●国が定める月間、週間行事に呼応した活動の実施
●地方公共団体や地域団体が行う環境保全活動への参加

・環境月間に呼応した、発電所周辺、ダム、道路、河川等の清掃活動、植樹祭に参加する
・海洋環境保全推進週間に呼応した海域保全活動に協力する
・市町村、地区主催の清掃、美化活動に参加する

●新聞、経済誌等を通じた環境保全活動の広報
●事業所、PR施設等への来客者に対する広報

●環境行動レポートの公表 ・環境行動レポートを発行するとともに、ホームページに掲載する

●共同実施、クリーン開発メカニズム（CDM）の活用に向けた海外プロジェクトの発　 掘・培養  
（発電効率の改善・省エネルギー・燃料転換・再生可能エネルギー等）  
●排出権取引の活用に向けた調査の推進

●海外植林事業の推進
●CO2の吸収・固定、回収技術の研究開発の推進 

・エクアドル国における植林計画を推進する
・オーストラリア国における植林事業を継続する

資源の再生・再利用による
廃棄物の低減

1. 地球・地域環境の保全

有害化学物質の
管理

環境影響評価

環境保全対策技術の海外移転

環境管理システムの
導入

環境管理システムの
効果的な運用

環境管理レベルの向上

環境報告書の作成

環境保全活動に
関する広報

地域の環境保全活動
への参加

2. 環境管理の充実

3. 社会との
　 コミュニケーション

　地球環境への取り組み

　地域環境の保全

○エネルギー利用効率の向上と
原子力、再生可能・未利用エネル
ギー、新技術の開発を推進するこ
とにより地域環境の保全を図ると
ともに、これら環境保全に関する
先進技術の海外移転を通じて地
球環境の保全に努める。

○あらゆる事業活動において、廃
棄物発生の抑制、資源の再生・再
利用に努め、循環型社会の構築に
貢献する。

○電力設備の建設と運用にあたっ
て、環境保全のための諸対策を継
続することにより環境負荷を抑制し、
地域環境との調和を図る。

○事業活動に対する社会からの
理解を得るため、環境保全への取
り組み状況を公表する。

○地域社会の一員としての環境
保全活動を通じて、社会とのコミ
ュニケーションに努める。

○体系的、効率的な環境管理シス
テムを構築・運用して環境保全に
取り組む。

○事業活動に伴う環境負荷の把
握を行い、環境保全のため設定し
た目標の達成に努める。

●石炭火力発電所の高効率運転の維持   
●省エネルギーの推進   
●天然ガス系燃料の利用検討   
●CO2以外の温室効果ガスの排出抑制   

●技術研究開発の推進

・電力設備の効率的な運用管理を図る  ・オフィスの省エネルギーを推進する  ・省エネルギー事業を推進する  

・SF6については、ガス絶縁機器の据付時、点検時および撤去時の大気中への排出を抑制する  
・HFCについては空調機器の据付時、点検時および撤去時の大気中への排出抑制に努める
・USC、A-PFBC、IGFC、SOFCの開発を推進する  
・IGCC実証試験を電力共同研究により推進する  
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1.地球・地域環境の保全

　日本の電気の使用量は、これまでの経済成長と
ともに増加し、これに伴いＣＯ2の排出量も増加して
きました。当社においても、火力発電の運転を開始
した1962年度以降、火力発電の増加に伴ってＣＯ2
排出量が増加してきています。
　当社の全電源のＣＯ2排出原単位注2を見ると、国
内炭火力発電所が相次いで運転を開始した1960
年代後半と、大規模海外炭火力を導入した1980
年代前半に増加していますが、1980年代中頃以
降はほぼ横ばいで推移しています。2000年度のＣ
Ｏ2排出実績は3,394万ｔで、全電源のＣＯ2排出原
単位は0.69kg-ＣＯ2/kWhでした。

　一方、石炭火力発電に注目すると、当社の長年
にわたる努力により、設計最高熱効率と全石炭火
力平均熱効率は向上し、石炭火力のCO2排出原
単位注3は1960年代から現在にいたるまで低下傾
向を維持してきています。

　ＣＯ2の排出を抑制するためには、電気の使用と
供給の両面からの取り組みが必要ですが、卸売
電気事業者である当社は主として供給面からの
対策を推進しています。
　発電に際して、CO2を排出しない原子力発電や
新エネルギー等の開発を進めるとともに、火力発
電の熱効率向上によって化石燃料の消費を抑制
するなどの対策を組み合わせて、「CO2排出原単位」
の低減に努めることを基本として取り組んでいます。

　日本の電気の使用量は、今後も増加していくも
のと想定されることから、電気事業からのＣＯ2排
出量も増加するものと見られています。
　当社を含む電気事業連合会関係12社注1は、
2010年度における「使用端CO2排出原単位」を
12社全体で1990年度実績から20%程度低減す
るよう努めることとしており、当社は他社と協力して
この目標を達成すべく取り組みを強化しています。
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　地球環境への取り組み

地球環境への取り組み

●石炭火力発電所の高効率運転の維持
●化石燃料の利用効率向上に向けた技術研究開発

●安定運転の継続
●新規地点開発の継続

海外における取り組み
●海外植林事業の推進
●京都メカニズムの活用

発電所
火力・原子力・水力他

原子力発電所

水力・地熱発電所

送電・変電

送電・変電・配電

石炭火力発電所

電源開発

風力発電

廃棄物発電
●大間原子力の新設

●新エネルギー
  事業の推進

電気事業連合会関係１２社の目標

２０１０年度における使用端CO２排出原単位を１９９０年度実績から２０％程度低減する

●省エネルギーの推進

一般需要家
（家庭・工場等）

一般電気事業者（10社）

CO2排出量

（kg-CO2）

電気の使用量
〔電力量〕
（ｋWh）

CO2排出原単位
〔電力量当たりのCO2排出量〕

（kg-CO2/ｋWh）

日本原子力発電

共同火力
IPPなど

販売端

使用端

当社のCO2排出量および排出原単位の実績

当社の石炭火力発電所の熱効率とCO2排出原単位の実績

CO2排出実績基本的考え方

200095908580757065
（年度）

火力販売電力量
水力販売電力量
全電源CO2排出原単位（kg-CO2/kWh）
CO2排出量（万t-CO2）

1000

500

0

2000

1500

3500

3000

2500

4500

4000

5000

0

0.8

2.0

1.8

1.6

1.2

1.0

0.6

0.4

0.2

1.4

CO2排出原単位
（kg-CO2/kWh）

CO2排出量
（万t-CO2）

100

50

0

200

150

350

300

250

450

400

500

販売電力量
（億kWh）

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

25

30

35

40

45

3,394

2,455

200095908580757065
（年度）

発電端設計最高熱効率
発電端平均熱効率（％）
CO2排出原単位（kg-CO2/kWh）

排
出
原
単
位

（kg-CO2/kWh）

熱
効
率

（％）

0.690.66

40.1

39.0

0.90

0.87

注1電気事業連合会関係12社

注2全電源CO2排出原単位

注3石炭火力CO2排出原単位

電気事業連合会10社（北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、九州電力、
沖縄電力）＋電源開発＋日本原子力発電

全電源CO2排出原単位=CO2排出量÷全電源の販売電力量

石炭火力CO2排出原単位=石炭火力発電所のCO2排出量÷石炭火力発電所の販売電力量

　当社は、地球温暖化防止対策に取り組むことを経営の重要課題のひとつとして位置付け、できる
かぎりの地球温暖化防止対策を自主的かつ積極的に推進しています。
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　当社の石炭火力発電所は、従来より、省エネル
ギーの推進や超々臨界圧技術（USC）注1などの新
技術の導入により、熱効率の向上に努めてきました。
2000年度の熱効率は、橘湾火力（徳島県）の営
業運転開始等により40.1％（1999年度比0.6ポイン
ト上昇）となりました。
　当社は、石炭の資源量の豊富さ、エネルギーの
セキュリティー、価格の安定性などを踏まえ、今後も
石炭火力を継続的に利用していくことが必要と考
えています。

　当社では、発電効率が高く環境負荷の小さい
電源として燃料電池発電の開発に取り組むとともに、
燃料電池用石炭ガス製造技術（EAGLE）の開発
を行っています。
　燃料電池は水の電気分解と逆の反応を応用し
たもので、水素と酸素を化学的に反応させることに
より電気を取り出すシステムで、発電効率が高い、
環境性に優れている、排熱の有効利用により総合
効率が高くなる、などの特徴をもっています。この
燃料電池に石炭を利用するためには、石炭をガス
化し、生成中のダストや硫黄分を除去精製する必
要があります。EAGLEの開発では、燃料電池に供
給可能な石炭ガス化ガスの製造技術を確立する
ことを目的としています。1998年にパイロット試験設
備の建設を開始し、2003年から約３年間の試験を

行う予定です。また、EAGLEと、別途開発中の固
体酸化物型燃料電池を組み合わせることにより、
発電効率60％程度が見込まれる石炭ガス化燃料
電池複合発電技術（IGFC）注2の実用化に向けて
取り組んでいます。

　他にも当社では、化石燃料の利用効率向上の
ため、高度加圧流動床燃焼技術（A-PFBC）注3の
研究開発や電力共同研究による石炭ガス化複合
発電（IGCC）注4の研究開発を進めています。

温室効果ガスの排出抑制

橘湾火力発電所

IGFCの概要

A-PFBCの試験設備

EAGLEフロー図

　火力発電の蒸気条件を高温・高圧化して、発電効率
を飛躍的に高めた技術。当社の松浦火力２号機や橘
湾火力1,2号機をはじめ、近年の新鋭火力発電所な
どに反映され、わが国の発電効率の向上に貢献して
います。

注1超々臨界圧技術（USC）

　２つのPFBC炉を組み合わせ、ガスタービンの入
口温度の高温化によって効率向上を図るもので、当
社は国の支援を受け、中部電力と共同で2001年
から当社の若松総合事業所でA－PFBCプロセス開
発試験を実施します。

注3高度加圧流動床燃焼技術（A-PFBC）

　流動床燃焼を加圧下で行い、高温高圧の排ガスを
用いてガスタービンを駆動して、蒸気タービンと併せ
た複合発電を行い、高効率発電を目指した技術。当
社は1994年から約５年間、若松総合事業所で、国の
支援を得て７万1000kWのPFBC実証試験を実施し
ました。

　　加圧流動床燃焼技術（PFBC）

　石炭ガス化ガスを燃料として、①ガスタービン、②
排熱を利用した蒸気タービンによる２つの発電方式
を組み合わせた発電システム。このシステムは、ガス
タービンが高温・高性能化すれば高い熱効率が期待
できるため、電力共同のIGCC実証試験に参画し実用
化に向け取り組んでいます。

注4石炭ガス化複合発電技術（IGCC）

　石炭ガス化ガスを燃料として、①燃料電池、②ガス
タービン、③排熱を利用した蒸気タービンによる３つ
の発電方式を組み合わせた発電システム。IGFCは
発電効率60％程度と石炭火力発電に比べて20％
程度の効率向上が見込まれており、究極の石炭利用
高効率発電として期待されています。

注2石炭ガス化燃料電池複合発電技術（IGFC）

石炭ガス設備

燃料電池発電設備

ガスタービン発電設備

蒸気タービン発電設備

リサイクルガス装置

蒸気ドラム
蒸気

精製燃料ガス
精密脱硫器

生成ガス焼却炉燃焼排気ガス

発電機空気

復水器

給水ポンプ

原料空気圧縮機

吸収塔
スラグ

石炭バンカ

生成ガス

G
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石炭火力発電所の高効率運転の維持

技術研究開発の推進　
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脱硝装置

脱硫装置

排煙処理設備
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●オフィスの省エネルギー

　本店社屋では、冷房排熱の活用、コンピュータ
室の排熱回収とあわせ、蓄熱式ヒートポンプの設
置による電力負荷平準化、照明の不要時消灯の
徹底などによる省エネルギーを行っています。また、
1999年度には本店社屋の照明器具のインバータ
化工事を実施しました。これにより2000年度には
過去３年平均と比較して約23万7,000kWh（約11％）
の省エネルギー効果が得られました。

　気候変動枠組条約における温室効果ガスは、
ＣＯ2以外に５種類が対象となっています。電気事
業から排出するＣＯ2以外の５つの温室効果ガスが、
温暖化に及ぼす影響は、電気事業から排出する
ＣＯ2による影響の1/200程度です。
　このうちＳＦ6については、密閉状態で使用され
るため、使用時の排出はありませんが、機器点検
時および機器撤去時等に排出されます。当社では、
機器点検時および機器廃棄時に確実に回収・再
利用することで、排出抑制を図っています。

●省エネルギー事業の推進

　当社は、主として電力の供給面からの対策を推
進していますが、使用面からの省エネルギーの重
要性も強く認識し、我が国初のエネルギーサービ
ス企業（ESCO注1）である㈱ファーストエスコ（1997
年５月設立）に参加しています。オフィスの省エネ
ルギーでご説明した照明器具のインバータ化工事
もESCOの省エネ診断の一例です。
　また、当社は、石川島播磨重工業㈱、清水建設
㈱の３社で、東京都水道局金町浄水場（葛飾区）
内に電気と蒸気を供給することができるガスタービ
ンコージェネレーション設備を設置し、2000年10月
から電力と蒸気を供給する事業を開始しました（本
事業は、東京都が公募したわが国初のPFI注2モデ
ル事業です）。

エネルギーサービスを行う企業。ESCOはエネルギー効率改善のためのコンサルティングを行い、エネルギーの削減額
が中・長期的に省エネルギー投資を上回るように、企業や自治体の省エネ計画の立案から工事の施工、設備の維持を一
括して請け負う。

従来、公共部門が実施していた社会資本整備を、民間の資金・経営ノウハウを導入し民間事業者主導で実施しようとする
事業形態。

注1ESCO（Energy Service Company）：

注2PFI（Private Finance Initiative）：

ESCOによる省エネルギー

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量

省
エ
ネ
後
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量

削
減
さ
れ
た

エ
ネ
ル
ギ
ー

ESCOによる
省エネ診断・実施

　上部成層圏（地上約20～40km）に存在す
るオゾン層は、有害紫外線を吸収することにより、
生命を保護する大切な役割を果たしています。
特定フロン・ハロンは、このオゾン層を破壊し、
人の健康や生態系に重大な影響をもたらすお
それがあるため、国際的に生産量および消費
量の削減が義務付けられています。
　当社は、ユーザーとなるため直接規制は受
けませんが、保有量・消費量の把握を定期的
に行い、その管理に努めています。

●オゾン層保護

省エネルギーの推進 CO2以外の温室効果ガスの排出抑制

対象ガス

六フッ化硫黄

（SF６） 

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ

（HFC）

ﾊﾟｰﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ

（PFC）

亜酸化窒素

（N２O）

メタン

（CH４）

排出抑制対策

ガス絶縁機器の絶縁体とし

て使用しています。機器点検

時および機器廃棄時に確実

に回収・再利用することで、

排出抑制を図っています。

空調機器の冷媒等に使用し

ており、規制対象フロンから

の代替が進むと予想されま

すが、機器の設置・修理時の

漏洩防止・回収・再利用に協

力し、排出抑制に努めています。

当社は保有していません。

火力発電所の熱効率の向上

等により、極力排出を抑制し

ます。

実質的な排出はありません。

ＣＯ2以外の温室効果ガスの排出抑制

特定フロン

特定フロン・ハロン保有量

保有量
消費量

保有量
消費量

保有量
消費量

保有量
消費量

保有量
消費量

1.7 
0

4.2 
0 

10.0 
0 

15.9 
0

0.4 
0

特定ハロン

その他フロン等

　　　計

代替フロン（HFC）

冷媒用

消火器

冷媒用

冷媒用

2000年度末
（ｔ）

用　途

本店社屋電灯電力使用量

2400

2200
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1800
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1400

1200

1000

千kWh

97

2136
2242

2163
2181

1944

98 99 2000（年度）過去3年
平均
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　原子力発電は、わが国の総発電電力量の約35
％を占めており、今やエネルギー源の多様化とエネ
ルギーの安定供給の面から長期的に欠くことので
きない電源となっています。
　また、原子力発電は、発電に際してＣＯ2を排出
しないため、地球温暖化防止の観点からも優れた
電源です。
　当社は、1995年８月の原子力委員会決定に基
づき、軽水炉プルトニウム利用計画（プルサーマル）
の一環として青森県大間町において、全炉心
MOX燃料装荷をめざした原子力発電所（フル
MOX－ABWR：138万3,000kW）の建設に取り組
んでいます。
　現在、国による安全審査が行われており、2003
年着工（2008年運転開始）に向け全力で取り組
んでいます。

大間原子力発電所完成予想図

地球環境への取り組み

　水力発電は、わが国にとって貴重な国産エネル
ギーであるとともに、発電に際してＣＯ２を排出しな
いなど、環境に与える影響が比較的少ないエネル
ギーです。
　当社は、国内５８箇所、総出力８２６万ｋＷと、日
本全体の水力発電設備の約20%を保有しています。
　当社は、限りある水資源の有効利用のため、設
備の安定運転に努めるとともに、自然環境との共
存に留意しながら、新規地点の開発を継続してい
きます。
　2000年度の水力発電電力量は125億5,000万
kWhとなっています。これは石油に換算すると約
305万klとなります。

　地熱発電は、規模が小さいものの、発電に際し
てＣＯ2をほとんど排出せず、再生可能エネルギー
として一定の役割が見込まれています。
　当社は、鬼首地熱発電所（宮城県）において
1975年より1万2,500kWの発電を行っています。
　2000年度の地熱発電電力量は１億500万kWh
となっています。これは、石油に換算すると約2.6万
klとなります。

鬼首地熱発電所

　電気事業における地球温暖化防止対策においては、発電に際しCO２を排出しない原子力発電の

推進を中心に取り組むこととしています。大間原子力の導入により、当社の2010年度における非

化石エネルギーの割合は４割程度に高まると見込まれます。

当社の発電設備構成比
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地球環境への取り組み

　風力、太陽光などの再生可能エネルギーは、エ
ネルギー密度が小さいなどの課題がありますが、
発電に際してＣＯ2を排出しないため地球温暖化
防止に有効であり、一定規模での利用拡大が見
込まれています。
　2000年12月には苫前ウィンビラ発電所が、営業
運転を開始しました。同発電所は、北海道苫前町
において、当社が苫前町などとともに設立した「㈱
ドリームアップ苫前」が、建設を進めてきたもので、
運転中の風力発電所としては国内最大級（最大
出力３万600ｋW）のものです。発生した電力は、全
量、北海道電力㈱に供給しています。
　また、2000年4月に秋田県仁賀保町においても、
オリックス㈱などとともに「仁賀保高原風力発電㈱」
を設立し、最大出力2万4,750kWの風力発電所の
建設を進めているほか、福島県郡山市布引と岩
手県葛巻町においても風力発電を具体化すべく
計画を進めています。

風力発電所完成予想図（仁賀保）

　廃棄物発電は、ごみ焼却によって発生する熱エ
ネルギーを蒸気として回収し発電するため、未利
用エネルギーの有効利用が図れます。
　当社は、福岡県、大牟田市とともに「大牟田リサ
イクル発電㈱」を設立し、最大出力２万600kWの
RDF注1発電の建設に取り組んでおり、2001年４月
より工事を開始しました。
　従来型の廃棄物利用発電の発電効率が15%
程度であるのに対し、RDF発電は30%以上となる
ことが期待されます。また、高温で安定した燃焼が
可能なため、ダイオキシンの発生が抑制されます。
　大牟田リサイクル発電では、当社若松総合事
業所におけるRDF利用発電実証試験で得られた
ダイオキシン類排出抑制技術や高効率発電技術
の知見が反映されることになっています。
　当社は、廃棄物発電等の新エネルギーのコン
サルティングを「㈱エコ・アシスト」を通じて行ってい
ます。

発電所完成予想図（大牟田）

　苫前ウィンビラ発電所は、2000年２月に第５回21世紀型新エネルギー機器等表彰の「資源エネル
ギー庁長官賞（導入事例の部）」を受賞しました。この表彰は、（財）新エネルギー財団が、新エネルギ
ー機器の開発とその導入を促進し、新エネルギーの社会への一層の普及と浸透を図ることを目的と
して1996年より実施しているものです。
　苫前ウィンビラ発電所の受賞は、国内最大の風力発電施設であることに加え、地元の苫前町と民
間企業との共同出資による風力発電の事業化など、今後の大型風力発電事業の在り方を示すモデ
ルとなる点が評価されたものです。

●資源エネルギー庁長官賞受賞

A市

広域
収集

B町

C村

RDF製造
プラント

電力供給

他の市町村の
RDF製造プラント

他の市町村の
RDF製造プラント

運 搬

運 搬

運 搬

収 集

RDF
発電事業

RDF貯蔵施設 発電施設

広域RDF発電システム

苫前ウィンビラ発電所

未利用エネルギーの有効利用再生可能エネルギーの有効利用

注1RDF : Refuse Derived Fuel（ゴミ固形化燃料）

　家庭から出される可燃性のごみを、輸送や貯蔵がしやすいように乾燥、圧縮して固形化したもの。
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　植林は、大気中のCO2を経済的に吸収・固定さ
せることができる効果的な方策です。 
　当社は、1９９8年から、オーストラリア国のブリス
ベンに合弁会社BPFL（Brisbane Plantation 
Forest Company of Australia Pty., Ltd.）を設立
し、植林事業を行っています。BPFLは１万haに10
年計画で毎年1,000haずつユーカリを植林する計
画で、2,000年度末現在、既に3,000haの植林を
終了しました。 
　また、エクアドル国においても、１万haにユーカリ
を植林する計画で、合弁会社EUCAPACIFIC
（Eucalyptus Pacifico S.A）を設立し、2００1年１月
に植林を開始しました。これらの地点におけるユー

カリによるCO2の固定量は、伐採までの成長期間
を平均して20～35t-CO2/ha・年程度と考えています。 
　植林木は、将来、製紙原料として活用される予
定で、これにより現在製紙用に使用されている天
然林の保護が図られ、自然保護にも貢献します。 

CO2の吸収・固定に向けた研究開発 
 
　産業植林だけでなく、当社はオーストラリア国ク
イーンズランド州のエンシャム炭鉱跡地で短期間
にCO2固定能力の高い森林を造成する技術の試
験を日豪共同で実施しています。 
　本試験は、2000年度よりNEDO（新エネルギー・
産業技術総合開発機構）から委託を受け、（財）石 
炭エネルギーセンター、出光興産㈱および関西電 
力㈱と共同で実施しています（オーストラリア国側 

 
 
実施主体はCSIRO（連邦科学産業研究機構））。 
　オーストラリア国の炭鉱跡地は修復緑化（リハビ
リテーション）が義務付けられています。これまで草
地程度にしか修復されなかった石炭採掘跡地を、
短期間で森林に修復しようという試みで、昨年度、
採掘跡地の28haに約13,000本のユーカリ苗を植
林し、成育状況等の調査を実施しています。 

海外植林事業の推進 

オーストラリア国における植林風景 

京都メカニズム活用に向けた準備 

地球環境への取り組み 

CO2吸収・固定、回収の取組み 

　京都メカニズムは、気候変動枠組条約第3回締
約国会議（COP3）において導入が決定され、排
出量取引、共同実施、クリーン開発メカニズム（CDM）
という仕組みに基づいて削減した温室効果ガス
の一部を他国の温室効果ガス削減量に算入でき
るメカニズムです。 
　当社は、京都メカニズムと国内の地球温暖化防
止対策とを弾力的に組み合わせて、CO2排出抑
制を図ることが効果的であるとの認識のもと、2000
年度も京都メカニズム活用に向けた調査を実施し
ました。 
　また、当社は、従来から取り組んでいる石炭火
力および水力発電を中心とする海外技術協力事
業の実績を、前者は火力発電の熱効率を改善す
るものとして、また後者は化石燃料の消費を抑制
するものとして「共同実施」または「CDM」に活用
したいと考えています。 
　排出量取引についても、CO2排出削減の有効
な手段として調査を実施していきます。 

　●京都メカニズム 

　・排出量取引 

京都議定書で先進国に割り当てられた温室効

果ガス排出量を売買する仕組み 

　・共同実施 

先進国が共同で温室効果ガス削減のための事

業を実施し、削減された排出量を関係国間で配

分する仕組み 

　・CDM 

先進国が途上国で実施したプロジェクトにより

削減された排出量を関係国間で配分する仕組み。 

　京都議定書の概要 
  
　●対象ガス　　　　 CO２、メタン、亜酸化窒素（１９９０

年を基準年）HFC、PFC、SF６（基

準年は１９９５年も選択可能） 
 

　●約束期間　　　　 ２００８～１２年（第一約束期間） 
 

　●目　　標　　　　先進国及び市場経済移行国全

体で少なくとも５％削減（日本：

６％削減） 
 

　●吸収源の扱い　　土地利用の変化及び林業部門

における１９９０年以降の植林、

再植林及び森林減少に限定し

て考慮。（詳細は今後決定） 

件名  

①ロシア国・石炭火力CO2削減調査 

②ロシア国・リャザンスカヤ火力改修計画 

③中国・既設石炭火力効率向上計画 

④ウズベキスタン共和国・中小水力発電計画 

⑤カザフスタン共和国・アルマータ州風力発電所建設計画 

⑥ウクライナ国ドニエプトロフスク市ユジマシン社発電所 

　ガスコンバインドサイクル化計画 

⑦インド国・バクレシュア火力4･5号機増設計画 

⑧ミャンマー国ヤンゴン地区コンバインドサイクル発電所 

⑨ルーマニア国タルニッツア揚水発電計画 

⑩ロシア国ブレア水力発電事業 

⑪トンガ国における風力発電可能性調査 

⑫ブラジル国サンパウロ州立初等学校省エネ計画 

⑬エジプト国営繊維工場省エネ計画 

⑭ウクライナ国ドネツク炭田炭坑メタン回収利用 

⑮ヴェトナム国ウォンビ石炭火力効率向上 

⑯インド国バークラ左岸水力発電所の改修、近代化 

　および出力増加調査 

⑰オマーン国における分散型電源導入プロジェクト 

 

  

1998 

 

 

 

 

 

 

1999 

 

 

 

 

2000

京都メカニズム活用に向けた調査の実績 

⑫ ⑪ 

⑮ 
⑧ 

③ 

⑤ 

④ 
⑰ 

⑬ 

⑨ 

⑦⑯ 

⑭⑥ 
①  ②  ⑩ 
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　石炭火力発電所の排水には、排煙脱硫装置で
使用した水や生活用水などがあり、周辺環境に影
響をおよぼさないように、総合排水処理装置で十
分浄化したうえで排水しています。
　また、火力発電所では、蒸気の冷却用に海水を
取水し、温排水として放流しています。温排水は
周辺海域の海生生物等に影響を与えないよう、立
地条件にあった取水・放水方式を選定して、適切
に管理しています。

水質汚濁防止

　石炭火力発電所では、電気集じん器、排煙脱
硫装置、排煙脱硝装置などの各種環境保全対策
機器の導入や、その確実な運用に努め、大気汚
染の防止に努めています。
　特に硫黄酸化物（ＳＯｘ）、窒素酸化物（ＮＯｘ）

の排出原単位は、欧米主要国と比較してもきわめ
て低い水準で安定しています。
　今後もこうした取り組みを継続し、硫黄酸化物、
窒素酸化物の排出原単位を現状程度以下の低
い水準に抑制することを目標に取り組んでいきます。

大気汚染防止

　石炭火力発電所では、ボイラー、タービン、送風
ファンなどの騒音や振動を発生する設備については、
低騒音・低振動型の機器を採用したり、建屋内へ
収納することにより、騒音・振動問題の発生防止に
努めています。　　　　　　
　また、屋外に設置される設備についても、低騒音・
低振動型の機器を採用するとともに、必要に応じ
て防音カバー・防音壁などを設置しています。

騒音・振動防止
環境負荷の排出抑制

SOX

火力発電所の環境保全対策

大気汚染防止
●ばいじんの除去
●硫黄酸化物の除去
●窒素酸化物の除去

電気集じん器
排煙脱硫装置
排煙脱硝装置

ボイラー

発電機

タービン

復水器

総合排水処理装置

騒音・振動防止
●騒音発生源の建屋内への収納
●低騒音・低振動型機器の採用

変
圧
器

廃棄物の有効利用
●石炭灰の有効利用
●石膏の有効利用

水質汚濁防止

石膏

煙突

石炭灰

排水監視

排煙監視

水温監視

地域環境の保全

地域環境の保全
　当社は、国の法令や地域との協定等を遵守しながら、環境負荷の排出を抑制するため、最新の
環境保全対策技術を導入して、設備の適切な管理を実施しています。
　また、自然と調和した発電所づくりを進めて地域環境との調和を図るとともに、資源の再生・再利
用に努め、廃棄物の低減を図ることにより、循環型社会の構築に向け取り組んでいくことが重要と
考えています。
　さらに、国内で培ってきた技術を世界の国々に移転することにより、環境保全に貢献していきます。

当社火力発電所SＯｘ排出原単位の推移
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当社火力発電所NＯｘ排出原単位の推移
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電源

直流高電圧

放電電極
触媒

石灰石と
水の混合液

石灰石
スラリー

ポンプ

ポンプ

排ガス

排ガス

空気

捕集された
ばいじん

集じん電極

排ガス

電気集じん器のしくみ

高圧の電気を流した2つの電極の間に、排ガスを
通すと、ばいじんは○の電気を帯びて○側の電極
に吸い寄せられます。電極に吸着し堆積したばい
じんを、周期的な槌打によって集じん器の下部に
落とし取り除きます。
この原理は、下敷きなどを摩擦すると静電気を帯
び、紙やゴミが付着するのと同じ原理です。

排煙脱硝装置のしくみ

窒素酸化物を含んだ排ガスにアンモニアを加え、
金属系の触媒（化学反応を起こさせる物質）の中
に通します。
排ガスの中の窒素酸化物は、触媒の働きで化学
反応を起こし、窒素と水に分解します。

排煙脱硫装置のしくみ

石灰石を粉状にして、水との混合液（石灰石スラ
リー）をつくり、これを排ガスに噴射すると、排ガ
ス中の硫黄酸化物と石灰が反応して石膏になり
ます。

NH3（アンモニア）

NOX

NOX

H2O

NH3

N2
石膏製造装置へ

＋－－
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建設汚泥のリサイクルプラント

　当社は、電力設備の新設や補修などで発生す
る建設副産物について、コンクリート塊、伐採木の
再資源化や建設発生土の構内での活用など可
能な限り有効利用を図っています。
　奥只見・大鳥増設建設所（新潟県）は2000年
度に、工事で発生した掘削岩をコンクリート用骨材
として約46,800ｔ有効利用しました。また建設汚泥
の脱水ケーキについても、リサイクルプラントにより
約2,800ｍ3を土壌化しました。この土壌化資材は
工事エリア内で有効利用することとしています。

建設副産物の有効利用

　当社は、石炭火力発電所の燃焼により発生す
る石炭灰を、セメントや肥料の原料などとして有効
利用してきました。
　こうした利用方法に加え、地盤改良材や建材
への利用を推進し、2000年度の有効利用量は約
９６万ｔ（1999年度比約６万ｔ増）、有効利用率６７
％となっています。

石炭灰の有効利用

　当社は、石炭火力発電所の排煙脱硫装置運
転の副産物として発生する石膏を、石膏ボードや
セメントの原料として全量有効利用を図っています。
2000年度の有効利用量は約３３万tとなっています。

石膏の有効利用

　当社は、水力発電所のダムに流れ込む流木を
回収・処理しています。このうち、いくつかのダムでは、
流木を炭化して木炭の製造や木酢液の採取に
利用したり、流木をチップ化して建築用材料、堆肥

材料、茸床材に利用する等の有効利用を図って
います。
　これらの流木の有効利用量は2000年度実績で
約7,500ｍ3（1999年度比3,000ｍ3増）となっています。

流木の有効利用

資源の再生・再利用による廃棄物の低減

地域環境の保全

石炭灰有効利用

流　木

セメント原料
セメント混和材
高強度人工骨材

外装材
緑化コンクリート
遮音材

路盤材
埋戻し材・充填材
遮水材

土壌改良材
肥料原料
人工漁礁ブロック

セメント・コンクリート

チップ化

炭　化 流木炭 流木炭粒

流木木酢液

農業・園芸用

精製木酢液

燃料 土壌改良材

建築資材

土木資材

農林水産用資材

堆肥材料

水道水脱臭材　「みずすまし」

健康寝具　　　「快康炭クッション」
　　　　　　　「快康炭マット」
　　　　　　　「快康炭まくら」
　
調湿建材　　　「炭シート」
　　　　　　　「床下調湿材」

化粧品　　　　「フレッセ」
　　　　　　　「モクシィ」
　　　　　　　「湖樹の精Ⅱ」

茸床材

建築資材用材料

石炭灰の有効利用量の推移

石
炭
灰
量

（万t）

有
効
利
用
率

200 

150 

100 

50 

0

100%

75%

50%

25%

0%
95 96 97 98 99 2000（年度）

海上埋立
陸上埋立
有効利用量

有効利用率

47

67%

75%

61%

1

96

28

3

90

44

11

87

石炭灰の有効利用

流木の有効利用
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地域環境の保全

　当社では、全社で古紙の裏面利用、紙類、ビン、
カン、プラスチックの分別収集、封筒再利用などの
取り組みにより一般廃棄物の低減に努めています。
　本店オフィスでは、2000年度には廃棄物のうち
約210ｔを、分別収集などにより資源としてリサイクル
しました。これは発生量の約66％です。
　また、本店社屋では、雑用水や雨水の再利用を
行っており2000年度の再利用水量は約4,588ｔで、
全使用量の約10％となっています。

オフィスでの取り組み

　当社では、衛生紙やコピー紙の再生紙使用、パ
ソコン、複写機などのOA機器の省エネルギータイ
プの採用をはじめとするグリーン製品の購入に取り
組んでいます。2001年度からはグリーン購入法の
全面施行に伴い、社内で「グリーン購入指針」を

策定、全社に周知し、グリーン製品の優先購入を
推進することとしました。
　2001年度は、身近なプリンタ・コピー用紙及び衛
生紙などの紙類について１００％のグリーン製品の
購入を目指します。

リサイクル（グリーン）製品の利用

　 
物質名 用途 取扱量 環境への排出量

 廃棄物としての
     移動量

 ヒドラジン 給水処理用 ５ｔ／ｙ ０．０２９ｔ／ｙ ０

 ダイオキシン類 小型焼却炉より － ８１mg-TEQ/ｙ ９６mg-TEQ/ｙ

　PRTR制度とは「化学物質の環境への排出量
と廃棄物に含まれた形で移動する化学物質の量
を登録して公表する仕組み」のことで1999年度に
法制化され、2001年度から対象化学物質の把握
を開始することになっています。
　当社は、火力発電所の給水処理などに化学薬
品を使用していますが、従来から購入量・使用量
などを把握・記録するなど適正な管理を行ってきま
した。

　また、法制化に先行して、1997年度から３年間、
経団連が進めてきたPRTR調査に、電気事業者
の一員として自主的に参加するなど、化学物質の
管理の徹底に努めています。
　2000年度の自主調査の結果は下表のとおりで
した。

PRTR（Pollutant Release and Transfer Register：環境汚染物質排出移動登録）法への対応

　当社では、流木の処理等のためにダイオキシン
類対策特別措置法で規定された特定施設に該
当する 小型焼却炉を保有しています。
　これらの特定施設については、燃焼管理等の
適切な維持管理を行っています。また、法では排
ガス中のダイオキシン濃度を年１回以上測定し、自
治体に報告することになっていますが、2000年度
は全ての焼却炉で現行排出基準以下でした。
　また、ダイオキシン類の排出を抑制するため、廃
棄物の有効利用を促進し、廃棄物発生量の低減
に努めていきます。

ダイオキシン類対策

　PCBは耐熱性、絶縁性にすぐれているため、変
圧器などの電気機器に広く使用されてきましたが、
有害性が問題となり、1974年に製造・輸入が禁止
されるとともに、保有者は厳重に保管・管理するこ
とが義務付けられました。また、2001年７月には
PCB特措法が施行され、事業者にPCB廃棄物の
適正な処理が義務付けられました。
　当社では、PCBを含む電気機器については保
管倉庫などを設置して厳重に保管・管理しています。
また、PCBを確実かつ適正に処理するために、「環
境行動推進会議」のPCB処理検討部会において、
処理方針の検討を行っています。

ＰＣＢの管理

有害化学物質の管理

電源開発本店

排出量・移動量の集計結果（２０００年度）

・特定化学物質を年間1ｔ以上取り扱う事業所を対象に集計
・ダイオキシン類は廃棄物焼却炉からの排出量を集計
・小型焼却炉1基（排出量７５mg-TEQ/y, 移動量８７mg-TE
　Q/y）については廃止する方針です。
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品目区分

紙類

納入印刷物

文具類

OA機器

公共工事

備　考

請負工事に

含む

品　　名

コピー用紙、衛生用紙（トイレットペーパー）

印刷物（報告書類など）

シャープペンシル、事務用（社名入）封筒、ボールペン、

蛍光ペン、ファイル、リサイクルボックスなど

電子計算機（パソコン、プリンタ、複写機）

資材（混合セメント：フライアッシュセメント）、

建設機械（バックホウ、ブルドーザなど）

２０００年度購入した主なグリーン物品
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　当社は、およそ40年間にわたり、国内の火力発
電の環境保全対策や水力発電、送変電部門で
培ってきた技術を海外の国 に々移転してきました。
これらの地域における発電効率の向上や大気汚
染防止などの環境保全に貢献し、2000年度末現
在で57カ国で累計182プロジェクトの実績を重ねて

います。
　また、海外の国々から研修生を受け入れ(2000
年度末累計1,908名)、環境保全の重要性や具体
的対策の普及にも努めています。

環境保全対策技術の海外移転

プロジェクト名 国　名 実施期間

シパット火力発電計画 インド ’００.０３～’０２.０３

プライ火力発電計画 マレーシア ’００.１０～’０４.０２

ラムタコン揚水発電計画 タイ ’９５.０５～’０１.１２

プルリア揚水発電計画 インド ’９５.１２～’０４.０１

ハムトゥアン・ダミ水力発電計画 ヴェトナム ’９６.０４～’０２.０５

ユンカン水力発電計画 ペルー ’９８.０５～’０４.０２

元水水力発電計画 中国 ’９９.０５～’０３.０４

ビリビリ水力発電計画 インドネシア ’００.０１～’０５.０４

水力発電所リハビリ計画 グルジア ’００.０３～’０３.０７

ピリス水力発電計画 コスタリカ ’００.０５～’０２.０６

トロラ川水力発電計画 エルサルバドル ’０１.０３～’０２.０３

太陽光発電地方電化計画 ボツワナ ’００.０８～’０２.１０

実施中の主な海外プロジェクト

海外研修生受け入れ実績

ヨーロッパ 中南米 中近東・アフリカ アジア・オセアニア

地域環境の保全

1995 1996 1997 1998 1999 2000
（年度）

（人）

　当社は、生物の多様性確保などの観点から、貴
重動植物への関心が高まっていることを踏まえて
動植物との共存を念頭に、十分な調査とその結果
に基づく事業の計画･建設･運用に取り組んでい
ます。
　2000年度も奥只見・大鳥増設建設工事や湯之
谷揚水発電計画などの推進にあたって、周辺に
生息する貴重動植物への影響について綿密な
調査を継続して実施しました。
　奥只見・大鳥増設建設工事では、工事区域周
辺でイヌワシ２つがいの営巣が確認されているため、
イヌワシの営巣期（11月～翌年6月）には、営巣地
から1.2㎞の範囲内での地上部の工事を休止す
るなどのイヌワシ保護対策を実施しており、2000年
７月には奥只見ペアの幼鳥が巣立ちました。
　この幼鳥保護のため、学識経験者、専門家の
指導・助言を得て連続モニタリングの実施や工事
の段階的な立ち上げなどの対策を実施し、2001
年４月の定点観察においても幼鳥の元気な飛翔
を確認しています。
　このほか、同増設工事において湿地環境を復元・
保全するなど、自然環境との共存に向けた取り組
みを実施しています。

　沖縄県国頭村で実施している海水揚水発電
技術実証試験（経済産業省より受託）は、世界初
となる海水を使った揚水発電です。試験設備には
周辺地盤への海水の漏水防止等の環境対策を
行っており、実証試験では、それらの環境対策技
術の信頼性を実証することが目的のひとつになっ
ています。1999年より試験運転を開始し、2000年
度も試験運転を継続して実施しました。
　また、サイト周辺には沖縄県固有の貴重な動物
が生息しているため、実証試験プラント建設にあ
たっては、工事関係者を含め関係者全員が環境
保全に積極的に取り組み、土捨場では周辺と同
様な自然環境を再生し、「環境創生地」として現
状復旧を図るなど、周辺の自然環境と調和した発
電所をめざしました。

貴重動植物との共存

環境影響評価

当社の技術協力プロジェクト

●中国

●大韓民国

●フィンランド
●スウェーデン

●ドイツ ●ポーランド
●チェコ
●オーストリア
●ブルガリア

●トルコ
●グルジア

●ボツワナ

●チュニジア

中近東
アフリカ
１１カ国

ヨーロッパ
１３カ国

●エチオピア

●タンザニア

●マラウィ

●モーリシャス

●
オマーン

●イラク

インド●

ネパール●
ミャンマー● ホンジュラス

●
エルサルバドル●

コスタリカ●
パナマ●
コロンビア●

エクアドル●

ボリビア●

●カザフスタン
●

ウズベキスタン

ジャマイカ
●

沖縄やんばる海水揚水発電所

巣立ちから158日目の幼鳥

●ブータン
ラオス
●

カンボジア● ●ヴェトナム
●タイ

●
マレーシア

●インドネシア

●フィリピン
●ハワイ

●ブラジル●ペルー

●アルゼンチン
●チリ
●パラグアイ

米国
1カ国
1件

アジア
１８カ国

中南米
１２カ国

件数（継続）
件数（終了）

１９
１６３

５７カ国　１８２件

８４件

１２件

1４件
１件

２８件

２件

4件

３６件
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●火力部門

　松浦火力発電所（長崎県）は、1998年4月に当
社で初めてEMSを導入し、さらに1999年6月に
ISO14001の認証を取得しました。また2000年4月
までにすべての火力発電所にEMSを導入しました。
2000年７月に運転開始した橘湾火力発電所につ
いても2001年４月にEMSを導入しました。

●工務部門

　支社本部および電力所では、小出電力所（新
潟県）をモデル事業所として1999年6月にEMSを
導入し、その実績を踏まえて、2000年度には７支社
８電力所にEMSを導入しました。

●本店部門

　建設部では、発電所の計画・設計段階における
環境への配慮を、組織的、体系的に実施していく
ため、2000年６月にEMSを導入し、さらに2001年２
月にISO14001の認証を取得しました。
　本店社屋では総務部を中心として、2001年２月
に本店オフィスの省エネルギー・省資源を対象とし
たEMSを導入しました。

●建設部門

　奥只見・大鳥増設建設所では、1998年10月に
EMSを導入し、1999年９月にISO14001の認証を
取得しました。また、大間原子力建設準備事務所
においても2000年10月にEMSを導入しました。

　EMSを導入した事業所では、EMSをより効果的
なものとしていくため、内部環境監査員を中心に、
内部環境監査を年２回以上実施しています。また、
審査室による環境監査により、各事業所のEMSを
チェックして、客観性を高めています。
　その他にも、各事業所EMSの環境管理責任者
を集めた研修会を開催するなど、EMSのレベルア
ップに向けた取り組みを行っています。

環境管理システムの効果的な運用

環境管理システムの導入

　当社では、計画・設計段階における環境影響の低減

に向けた取り組みや、設計図面や仕様書を通じた環境

配慮が重要との考えから、建設部（建設部は２００１年７

月にエンジニアリングセンターに改組しました。）にお

いて、環境管理システム（EMS）を導入し、２００１年２月

に土木・建築・水力電気設備の調査、計画、設計業務に

ついて国際規格であるISO１４００１の認証を取得しまし

た。

　建設部のEMSでは、環境管理プログラムにより、地

表改変面積の低減、工事残土の有効利用や、コンクリ

ート骨材などの天然資源の消費量の削減などに取り組

んでいます。

本店部門

火力部門
（発電所）

工務部門

（支社）

（電力所他）

建設部門

その他

合計

導入事業所（2000年度末）

２
建設部※、総務部

７
松浦※、磯子、高砂、竹原、
松島、石川、鬼首

１５

北海道、東北、関東、中部、
関西、四国、九州

上士幌、西東京、小出、川越、名古
屋、池原、奈半利、南九州

２
奥只見・大鳥増設建設所※
大間原子力建設準備事務所

０

２６事業所

2001年度導入予定事業所

０

１
橘湾

２０

桂沢、北本、東和、沼原、田子倉、下郷、奥清津、九頭竜、
佐久間、静岡、天竜、御母衣、尾鷲、紀和、十津川、早明浦、
西条、本四、中四幹線工事所、佐久間東幹線建替工事所

１
大間幹線立地所

３
茅ヶ崎研究センター、若松総合事業所、沖縄海水揚水実
証試験所

２５事業所（累計５１事業所）

　当社は火力発電所、支社本部、電力所等における環境管理の一層の充実のため、ISO14001に
準拠した環境管理システム（EMS）の導入を進めるとともに、教育・研修・訓練や環境保全コスト把
握のための取り組みを進めることにより、環境管理レベルの向上をめざしていきます。

環境管理責任者研修会

※　ISO14001の認証取得事業所

建設部（エンジニアリングセンター）ISO１４００１認証取得
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　EMSの導入と円滑な運用を図るため、内部環
境監査員研修を実施しており、2000年度末までに
317人が受講しました。
　また、本店や事業所では、環境管理レベルの向
上を図るため、環境問題に関する社内外の研修、
環境事故未然防止のための訓練を積極的に実
施しています。

　当社では、環境保全に関する経営の意思決定
および活動を自立的かつ迅速に実行し、環境保
全活動の結果を株主・債権者および地域社会な
どの関係者に説明していくための効果的な仕組
みを構築するため、環境会計の導入に向けて検
討を進めています。

　環境保全コストの把握は、環境会計構築のた
めの重要なステップと考えており、こうした認識のも
と、2000年度の環境保全コストを把握しました。

教育・研修・訓練

環境保全コストの把握環境管理レベルの向上

　当社は、環境関連法規の遵守を前提に、従業員の知識・能力の向上を図る観点からも様々な環境規制及び保全

にかかる資格取得の指導と支援を積極的に行なっています。

期　　間：２０００年４月１日～２００１年３月３１日
公表様式：環境省ガイドラインを参考としました。
対象範囲：全社費用額（減価償却費を含む）

 但し、水力発電所における地球環境保全コストやグリーン購入などの取り組みを示す「上・下流コス
ト」などについては、その範囲・算定方法等に課題があると判断し、今年度の算定より除外しました。

環境関連公的資格の取得状況

内部環境監査員研修

分　　類

1. 生産・サービス活動により事業エリア内で生じ

る環境負荷を抑制するための環境保全コスト

（事業エリア内コスト）

 ①公害防止コスト

   

内　訳 ②地球環境保全コスト

 

 ③資源循環コスト

 

2. 管理活動における環境保全コスト

（管理活動コスト）

3. 研究開発活動における環境保全コスト

（研究開発コスト）

4. 社会活動における環境保全コスト

（社会活動コスト）

5. 環境損傷に対応するコスト（環境損傷コスト）

6. その他環境保全に関連するコスト

（その他のコスト）

資格名

公害防止管理者

エネルギー管理士

ボイラー技士（特,１,２級）

ボイラー整備士

高圧ガス製造保安責任者（甲種、乙種、丙種）

危険物取扱者

特定化学物質等作業主任者

主任管理者

大気（１種～４種）

水質（１種～４種）

騒音

振動

粉じん

熱

電気

（甲種）

取得者数

９

１６９

１２５

１０５

４２

３

２１３

１１９

１０７１

５

４４１

５６

６９５

主な取組の内容

大気汚染防止対策（脱硫・脱硝・ばいじん処理）

水質汚濁防止対策（発電用・工事中排水処理）など

温室効果ガスの排出抑制対策（石炭火力高効率運

転の維持、省エネルギー型設備管理費、CO2以外の

温室効果ガスの排出抑制など）

資源の再生・再利用による廃棄物の低減対策、

廃棄物の処理・処分

環境負荷監視・測定、環境保全対策組織の人件費、

環境教育費用など

高効率発電技術、燃料電池利用技術、CO2固定・回

収技術、石炭灰・石膏有効利用技術など

緑化、環境広告、環境美化活動、環境関連団体への

寄付・支援、環境行動レポート作成費用など

汚染負荷量賦課金など

海外における環境保全対策技術協力事業、風力発

電事業、RDF発電事業、海外植林事業など

金　額

347.1

289.3

11.5

46.3

15.7

9.0

22.7

7.8

16.9

419.2

環境保全コスト算定内訳表

資格名

有機溶剤作業主任者

毒物劇物取扱責任者　

鉛作業主任者

廃棄物処理施設技術管理者

産業廃棄物最終処分場技術管理者

特別管理産業廃棄物管理責任者

計量士　環境

作業環境測定士（１、２種）

技術士　建設環境

造園施工管理技士（１、２級）

ＥＭＳ審査員（審査員補）

電気主任技術者（１、２、３種）

放射線取扱主任者　（１、２種）

取得者数

２９６

２

１

２１

４７

２６７

６

１１

４

２７

５

８４２

９２

（単位：億円）

合　　　計
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奥清津第二発電所 

　奥清津第二発電所（新潟県）は、水力発電所
の発電機や配電盤など実物の設備が見学できる
開放型発電所です。2000年度は18,584人の方々
に見学していただきました。 

開放型発電所 

　当社では、地域の皆様との交流を図るため、発
電所開放デーを定期的に実施しています。開放
デーでは、所員が構内で育てた花や野菜の苗を
配布するなど、多彩なイベントを通じて地域の皆様
との交流を図るとともに、施設見学を通じて当社事
業への理解活動を行っています。 

発電所開放デー 

　2000年12月に橘湾火力発電所（徳島県）の対
岸に、「でんぱつ・よんでんWaンダーランド」がオー
プンしました。この施設は発電所建設に利用した
土捨場の跡地を四国電力と当社が共同で地域
の方が憩える場所として整備したものです。 

でんぱつ・よんでんWaンダーランド 

　2001年４月に「MIBOROダムサイドパーク」がオ
ープンしました。御母衣ダム（岐阜県）の建設の歴
史や「荘川桜」誕生にまつわるドラマを紹介する
PR施設や、御母衣のダムを眺めながら食事ができ
るレストランがあります。 
 

MIBOROダムサイドパーク 

　当社では、「環境行動レポート」を1998年度より
毎年発行しており、本報告書で４年目の発行となり
ました。また、1999年度版以降は当社ホームペー
ジ上でも公開しています。 
http://www.epdc.co.jp

名称 
 
①糠平電力館 
②鬼首展示館 
③下郷展示館 
④只見展示館 
⑤沼原展示館 
⑥奥只見電力館 
⑦奥清津展示施設OKKY 
⑧佐久間電力館 
⑨MIBOROダムサイドパーク 
⑩手取川ダム展示館 
⑪九頭竜ダム展示館 
⑫池原展示館 
⑬竹原火力展示館 
⑭でんぱつ・よんでんWaンダーランド 
⑮MATSUURAエネルギープラザ 
⑯松島火力PR室 
⑰でんぱつふれあい館 
⑱てぃだホール 

所在地 
 
〒080-1404 北海道河東郡上士幌町字黒石平４ 
〒989-6941 宮城県玉造郡鳴子町鬼首字荒雄岳2-5 
〒969-5208 福島県南会津郡下郷町大字小沼崎字半丈乙847-1 
〒968-0421 福島県南会津郡只見町大字只見字後山2476-230 
〒352-0111 栃木県黒磯市板室字滝ノ沢897-6 
〒946-0082 新潟県北魚沼郡湯之谷村大字芋川字大鳥1317-3 
〒949-6212 新潟県南魚沼郡湯沢町大字三国字土場山502 
〒431-3901 静岡県磐田郡佐久間町佐久間2252 
〒501-5505 岐阜県大野郡白川村大字牧140-1 
〒920-2336 石川県石川郡尾口村東二口ホ18-1 
〒912-0214 福井県大野郡和泉村長野33字長平1 
〒639-3805 奈良県吉野郡下北山村大字上池原798-1 
〒729-2311 広島県竹原市忠海町西長浜3035-13 
〒779-1620 徳島県阿南市福井町舟端1番地 
〒859-4506 長崎県松浦市志佐町白浜免字瀬崎458-1 
〒857-2531 長崎県西彼杵郡大瀬戸町松島内郷2573-3 
〒895-2102 鹿児島県薩摩郡鶴田町神子字打込3985-9 
〒904-1103 沖縄県石川市字赤崎3-4-1

環境報告書の作成 

環境保全活動に関する広報 

　当社は、環境保全活動に関する広報や地域の環境保全活動への積極的な参加により、社会
とのコミュニケーションに努めています。 

⑦ ③ 

⑫ 

⑭ 

② 

① 

⑯ 

⑥ 

⑧ 

⑰ 

④ 

⑨ 

⑩ 

⑱ 

⑮ 

⑪ 

⑬ 

⑤ 

MIBOROダムサイドパーク 

荘川桜 

でんぱつ・よんでんWaンダーランド 

　御母衣湖畔中野展望台に立っている二本の巨桜は、樹齢４５０
余年といわれ、いずれもアズマヒガンサクラです。いまは湖底に沈
む中野地区の照蓮寺および光輪寺の境内にあったもので、村民
にながく親しまれてきました。昭和３４年の晩秋、ダム建設中のこの
地を訪れた電源開発初代総裁が、この巨桜が湖底に沈むのを愛
惜し、「桜博士」といわれた桜研究の第一人者、故 笹部新太郎
氏に依頼し移植が実行されました。多くの専門家をして「不可能」
といわしめた世界に例を見ない大規模な移植工事は昭和３５年１
２月に完了し、荘川桜と名付けられ現在にいたっています。 

●荘川桜 

PR施設一覧 
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海浜清掃 

　毎年６月は国の環境月間ですが、2000年度もこ
れに呼応した行事を計画し、本店や事業所にお
いて社員の環境意識の向上を図るため、講演会・
展示会を開催したり、地域の海浜・道路清掃活動
や自治体主催の植樹祭に参加するなど、さまざま
な行事を実施しました。 

環境月間行事の実施 

　尾鷲電力所（三重県）では尾鷲市、尾鷲漁協
関係者、三重県漁連の皆様との共催により植樹
祭を開催しました。 
　この植樹祭は、地元漁協関係者の皆様との地
域交流のなかで、皆様からの「森林の伐採が進ん
でいるので少しでも山を復活させたい。」との意見
がきっかけとなり実現したもので、2001年３月に、当
社の坂本ダム付近の尾鷲市有地（1.42ha）にコナ
ラの苗木500本を、尾鷲市、漁協関係者の皆様と
ともに植樹しました。 

地域の皆様との植樹活動 

地域の環境保全活動への参加 

尾鷲市の植樹祭 

　2000年７月に開催された九州・沖縄サミットの各
国政府高官らの宿泊ホテルに、当社小出電力所（新
潟県）の満開の桜が飾られ、人々の目を楽しませま
した。 
　この企画は、㈱電発環境緑化センターの手で
早くから準備が進められたもので、４月初めに小出
電力所の桜の木から枝を切り取り、出荷までの間、
雪室に休眠状態のまま保管し、沖縄まで５日間を
かけ海上輸送しました。 
　新潟や沖縄の地元関係者の協力を得て、日本
を縦断する連携プレーで達成されたこの成果を、
今後とも大切にしていきたいと考えています。 

真夏の沖縄サミットに咲いた越後桜 

　北本連系電力所（北海道）では、地元町内会
主催の「花いっぱい運動」に参加して、1991年か
ら毎年６月に地元の小学生とともに、七飯町の国
道５号線沿いにサルビアを植えてきました。 
　２０００年度も継続して運動に参加し、約３万本
を植えました。 

花いっぱい運動への参加 

　当社では、１９９８年より環境に対する身近な取り
組みのひとつとして火力発電所の構内で非木材
紙の原料となるケナフの栽培に取り組んでいます。 
　このケナフを用いて、地域住民の方々に紙すき
を体験していただくなど、地域とのコミュニケーショ
ン活動を行っています。 

ケナフを通じたコミュニケーション 

国道５号線のサルビア（七飯町付近） 

松島火力発電所（長崎県）でのケナフ紙すき 

越後桜の展示状況 

実 施 内 容   

講演会：１４事業所、講話・訓示：９事業所　　 

環境法令等説明会：支社・電力所・発電所 

リサイクルアイデア募集・表彰：１事業所、安全・環境標語募集・表彰：１事業所 

環境月間パネル展：本店展示。 

「環境の日ひろしま大会」への出展。 

８事業所にて上映。 

社長メッセージの掲示：全機関 

小冊子等回覧、看板設置：６事業所 

３事業所 

海浜清掃：８事業所、近隣地域清掃活動：１６事業所、一斉清掃：４１事業所、 

除草・樹木剪定等：２１事業所、 

緑化・植樹・プランター設置・苗木配布等：３４事業所 

１４事業所 

アイドリングストップ運動：８事業所、ノーカーデー実施：１事業 

１１事業所 

本店・８事業所 

省エネルギーの推進：２事業所、職場環境の改善：２事業所、 

講演会聴講等：７事業所、ケナフ栽培・活用：４事業所 

 

行 事 区 分   

講演会 

 

環境保全作品の募集・表彰など 

環境月間パネル展 

環境活動展への出展 

環境教育ビデオ上映 

ポスター掲示、 

情報提供など 

自然観察会 

環境美化運動など 

 

 

リサイクル活動 

地球温暖化防止活動 

事務所環境測定など 

環境関連施設見学 

その他 
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　2001年度は、次に示す行動指針に基づき、環境保全活動を展開します。 

Ⅳ. ２００１年度行動指針 

温室効果ガスの 
排出抑制 

CO2の吸収・固定、 
回収への取り組み 

京都メカニズム活用 
に向けた準備 

環境負荷の 
排出抑制 

 
 
●石炭火力発電所の高効率運転の維持 
●省エネルギーの推進    

・電力設備の効率的な運用管理を図る   
・オフィスの省エネルギーを推進する   
・省エネルギー事業を推進する 

●原子力発電所の新設 
・大間原子力発電所の工程確保に努める 

●再生可能エネルギーの有効利用 
・水力発電所および地熱発電所の安定運転と新規地点の開発を継続する 
・仁賀保における風力発電事業について、平成１３年度運転開始に向け準備を進める 
・タイ国におけるバイオマス発電事業について、平成１４年度運転開始に向け準備を進める 

●未利用エネルギーの有効利用 
・大牟田における廃棄物発電事業について、平成１４年度運転開始に向け準備を進める 
・福山における廃棄物発電事業について、平成１３年度着工に向け準備を進める 

●技術研究開発の推進 
　化石燃料の利用効率向上のため 
・高度加圧流動床燃焼技術（A-PFBC）、石炭ガス化燃料電池複合発電技術（IGFC)、固体電解質型燃料電池技術（SOFC)の
　開発を推進する 
・石炭ガス化複合発電（IGCC)実証試験を電力共同研究により推進する 

●ＳＦ6、ＨＦＣの排出抑制 
・ＳＦ6（六ふっ化硫黄）については、ガス絶縁機器の据付時、点検時および撤去時の大気中への排出を抑制する 
・ＨＦＣ（ハイドロフルオロカーボン）については、空調機器の据付時、点検時および撤去時の大気中への排出抑制に努める 

●天然ガス系燃料利用への取り組み 
・マレーシア国プライガス・コンバインドサイクル発電計画へエンジニアリングサービスを実施する   

 
●海外植林事業の推進    

・エクアドル国における植林事業を継続する   
・オーストラリア国における植林事業を継続する   

●CO2の吸収・固定、回収技術の研究開発の推進    
       
●共同実施、クリーン開発メカニズム（CDM）の活用に向けた海外プロジェクトの発掘・培養   
（発電効率の改善・省エネルギー・燃料転換・再生可能エネルギー等）   
●排出量取引の活用に向けた調査の推進   
 
 
 
 
●排出抑制の継続    
・大気中への硫黄酸化物（SOx）、窒素酸化物（NOx）等の排出抑制のために、燃焼管理および環境保全対策設備の適切な管
理を実施する   

・水域への水質汚濁物質の排出について、排水処理設備の適切な管理を実施する   
・騒音・振動の発生について、発生機器の適切な管理を実施する   

 
●資源の再生・再利用    

・石炭灰・石膏のリサイクル利用を図る   
・コンクリート塊等の建設副産物の有効利用を図る   
・ビン、缶、プラスチック等の廃棄物分別収集を実施する   
・環境負荷の小さいグリーン製品等の利用を図る   

●紙ごみ等の一般廃棄物の低減 
 
●PRTR法への対応    

・PRTR法（化学物質の排出量・移動量の届け出制度：対象435物質）に基づき、対象となる化学物質について、排出量・移動量
　の把握・管理を行うとともに、その結果の届出を行う 

●ダイオキシン法への対応    
・廃棄物焼却炉の適切な管理を実施するとともに、ダイオキシン法に基づき排ガスおよび焼却灰のダイオキシン調査を実施
　し、その結果の報告を行う 

 
●PCBの管理    

・廃棄物処理法にもとづき適切に保管・管理する 
・将来に向けた、適切な処理方針の検討を行う 

 
●建設工事における取り組み    

・自然との共存に向けた環境保全対策を実施する 
　特に地域の生態系への影響の軽減を図るとともに、種の多様性の保全に努める 
 

●計画・設計面での取り組み     
・事業が環境に及ぼす影響を評価し、計画・設計段階から環境に与える影響を低減するよう努める    
　特に建設工事で発生する廃棄物の低減とリサイクルに配慮した計画・設計に努める 

 
●火力発電の環境保全対策および水力発電等の技術移転の推進     
 
 
 
 
 
 
●全社導入の完了と円滑な運用     

・既導入２６事業所における円滑な運用を図る 
・残る支社本部・電力所等への導入を進め、平成１３年度に全社への導入を完了する  

 
●環境管理システムの継続的改善    

・環境負荷の実態を把握するとともに、環境保全のための目標を設定する   
・法令・協定等を遵守し、目標達成に取り組む 
・環境監査を計画的に実施する 
・環境監査の結果にもとづき環境管理システムを見直す 

 
●従業員の意識向上 

・計画的な教育・研修・訓練によリ、従業員の取り組み意識の向上を図る 
●関連会社を含めたグループワイドの取り組みの強化 
 
●環境会計の導入検討 

・コスト把握手法の検討を進める 
・環境保全効果の評価方法について検討する 

 
 
 
 
●環境行動レポートの公表 

・2001年版環境行動レポートを発行するとともに、ホームページに掲載する 
 
●新聞、経済誌等を通じた環境保全活動の広報 
 
●事業所、PR施設等への来客者に対する広報 
 
●国が定める月間、週間行事に呼応した活動の実施 

・環境月間に呼応した、発電所周辺・ダム・道路・河川等の清掃活動、植樹祭に参加する 
・海洋環境保全推進週間に呼応した海域保全活動に協力する 

●地方公共団体や地域団体が行う環境保全活動への参加 
・市町村、地区主催の清掃・美化活動に参加する 

資源の再生・再利用による 
廃棄物の低減 

有害化学物質の 
管理 

環境影響評価 

自然環境の保全 

環境対策技術の 
海外移転 

環境管理システムの 
導入 

環境管理システムの 
効果的な運用 

環境管理レベルの 
向上 

環境報告書の 
作成 

温室効果ガスの排出抑制 

 

 

 

ＣＯ2の吸収・固定、回収への取り組み 

環境負荷の排出抑制 

 

資源の再生・再利用による廃棄物の低減 

①石炭火力平均熱効率（発電端） 

②自社ビル電灯使用量 

③再生可能・未利用ｴﾈﾙｷﾞｰの開発 

④ＳＦ6回収率 

⑤海外植林事業面積 

⑥SOX排出原単位 

⑦NOＸ排出原単位 

⑧石炭灰の再資源化率 

⑨石膏の再資源化率 

⑩流木の再資源化 

⑪再生紙購入率 

⑫紙ごみ等の削減 

３９.５％以上 

５％削減 

７，２００kw以上（累計３３０万ｋW以上） 

９５％以上 

２，２００ha以上（累計５,７００ha以上） 

０．３０g/kWh以下 

０．６０g/kWh以下 

６５％以上 

１００％ 

４,５００m3以上 

１００％ 

１０％削減 

環境保全活動に 
関する広報 

地域の環境保全活動 
への参加 

1. 地球・地域環境の保全 

2. 環境管理の充実 

3. 社会とのコミュニケーション 

定量目標 

　地球環境保全への取り組み 

　地域環境保全への取り組み 

2001年度目標値 項　　目 
定量目標 

行動指針 
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Ⅴ. 資料 

CO２削減目標 
 
　原子力発電の推進や原子力設備利用率の向上などにより、２０１０年度における使用端CO２排出原単
位を１９９０年度実績から２０％程度低減するよう努めます。これによって１９９０年度を基準とすると、２０１０年
度には使用電力量が１．５倍程度増加すると想定されるのに対して、CO２排出量は１．２倍程度の増加になり
ます。 

電気事業における地球温暖化対策 

CO２排出抑制に向けた取り組み 
 
　日本の電気事業における取り組みは、先進国の電気事業者のなかでも高いレベルにありますが、地球
温暖化問題に対してより積極的な対応を行って行く必要があるとの認識から、以下に示す対策を基本とし
て総合的な取り組みを進めています。 
 
● 電気供給面での対策 
・発電の際にＣＯ２を排出しない原子力
発電の推進を中心に、ＬＮＧ火力発電
の導入拡大、水力・地熱・太陽光・風力
発電の開発・普及 

・発電効率の向上（コンバインドサイクル
発電や高効率石炭火力発電の導入な
ど）や送配電ロスの低減など電力設備
の効率向上 
 

● 電気の使用面での対策 
・お客さまサイドにおける省エネルギー方
策のＰＲ活動、ヒートポンプなど高効率・
省エネルギー機器の開発・普及、未利
用エネルギーの活用など 

・蓄熱システムなどの普及・促進による負
荷平準化の推進 

項　　目 
 
 
使用端CO２排出原単位 
（kg-CO２／kWh） 
 
 
使用電力量 
（億kWh） 
 
 
CO２排出量 
（億ｔ‐CO２） 

１９９０年度 
（実績） 

 
 

０．４２ 
 
 
 

６，５９０ 
 
 
 

２．７６ 

１９９９年度 
（実績） 

 
 

０．３７ 
 
 
 

８，１７０ 
 
 
 

３．０２ 

２０１０年度 
 
 
１９９０年度比２０％程度低減 
０． ３程度 
（目　標） 
 
１９９０年度比１．５倍程度 
１０，０００程度 
（見通し） 
 
１９９０年度比１．２倍程度 
３．４程度 
（見通し） 
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各国の発電端CO２排出原単位・１９９８年 
（電気事業連合会試算） 

世界各国の発電電力量当たりのSＯｘ（硫黄酸化物）、 
NＯｘ（窒素酸化物）排出量 

電気事業における廃棄物最終処分量 
電気事業における廃棄物最終処分量の削減目標 

主な廃棄物と副生品の再資源化量等の推移 
（万t） 
 

0

2

4

6

8

10

0

200

400

600

800

1000

1200

（万t） 

（g/kWh） 

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0

20

40

60

80

100

0.09 
 

77

12

13

60

37

11

30
20

29
21

9
32

0.21

0.32

0.45
0.50

0.54
0.59

フランス カナダ 日本 イギリス イタリア ドイツ 米国 

フランス 米国 日本 イギリス イタリア ドイツ カナダ 

種　　類 

  石炭灰 

 

 

  脱硫石膏 

 

 

  建設廃材 

 

 

  金属屑 

 

発生量 

再資源化量 

（再資源化率） 

発生量 

再資源化量 

（再資源化率） 

発生量 

再資源化量 

（再資源化率） 

発生量 

再資源化量 

（再資源化率） 

１９９０年度 

 347 

 137 

（  39％） 

 85 

 85 

（100％） 

 40 

 21 

（  53％） 

 14 

 13 

（  93％） 

１９９７年度 

 444 

 253 

（  57％） 

 146 

 146 

（100％） 

 49 

 30 

（  61％） 

 20 

 19 

（  95％） 

１９９８年度 

 421 

 283 

（  67％） 

 143 

 143 

（100％） 

 64 

 42 

（  66％） 

 16 

 15 

（  94％） 

１９９９年度 

 479 

 366 

（  76％） 

 147 

 147 

（100％） 

 47 

 39 

（  83％） 

 15 

 14 

（  93％） 

240

260

500

224

467

691

4.6

SＯｘ 

NＯｘ 

2.2

4.1

2.0
2.3

0.9

4.2

0.24 0.29

1.8

5.4

1.9

8.3

3.0

493

665

172 136 200

800

1000

860

1100

240

2010 
（見通し） 

年度 2005 
（見通し） 

1999 
（実績） 

1998 
（実績） 

1997 
（実績） 

1990 
（実績） 

581

717

C
O
2排
出
原
単
位（
kg
-C
O
2/
kW
h）
 

発
電
電
力
量
比
率（
％
） 

出典：Energy Balances of  OECD Countries 1997-1998 
 日本は電気事業連合会調べ 

電気事業連合会資料（2000.9） 

電気事業連合会資料（2000.9） 

電気事業連合会資料（2000.9） 

＊建設廃材と金属屑については、1990年度は推計値。 
＊脱硫石膏は副生品として全量売却されている。 

＊1990年度は一部推計値を含む。 

水力発電 
原子力発電 

再資源化量 
最終処分量 

目標 
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　ダイオキシン類測定は、煩雑で１ヶ月程度の期間と高い分析

費用が必要です。 

　廃棄物焼却施設等での運転管理のため信頼性が高く簡易な

測定法への期待は大きいものがあります。ダイオキシンモニタ

ーはそれらの期待にお応えします。 
 
連絡先：株式会社電発環境緑化センター　 
　　　　事業開発推進本部環境科学部事業開発グループ 
TEL　　03-3237-3313 
ホームページ  http：//www.drc.co.jp

　発電所の建設、運営において培った技術を生かして、大気、水質、燃料、作業環境、衛生管理など、生活
環境から自然環境まであらゆる事象の調査データの採取から、精度の高い解析、予測、評価まで行っています。
また緑化、造園に関する企画調査、計画、設計、工事監理、施工および維持管理など、幅広いニーズにお応
えします。 

株式会社電発環境緑化センター 

ダイオキシンモニター 

　「ク溶性けい酸加里肥料」は、石炭火力発電所から発生する

石炭灰のユニークな活用方法として開発した農業用肥料で、

全農(JA)の高い評価を得ており、コシヒカリなどの銘柄高品

質米用から畑作、園芸用まで、幅広く販売されています。 

　また、今、家庭園芸用肥料「スーパーブレンド」を新発売し、

その拡販に努めています。 
 
販売元：株式会社電発コール・テックアンドマリーン　 
　　　　肥料事業部 
TEL　　03-3352-6266 
ホームページ  http://www3.ocn.ne.jp̃khh/ 
スーパーブレンド販売代理店：電発産業株式会社　 

市場開拓営業部 
TEL　　03-3352-6691 
ホームページ  http：//www.dsk.co.jp

　火力発電所環境保全対策設備の運転・保守などを担当し、火力発電所から発生・副生する石炭灰や石
膏の販売と、これらを使ったリサイクル製品を開発し、「資源の有効活用」を図っています。 

株式会社電発コール・テックアンドマリーン 

ク溶性けい酸加里肥料「スーパーブレンド」 

　山間地のダムに台風や大雨、雪どけなどによって、大量の流木が運ばれてきます。こうした流木は、ダムの
景観を損ねるほか、取水口に目詰まりを起こすなど発電に支障をきたすため、回収の後、焼却・廃棄されます。
　この流木を、様 な々視点から有効利用できないものか調査・研究を行ってきました。その結果、長期間水中
に浸った流木は、良質な炭になることを発見しました。この自然と人間に優しい「流木炭」を新しい快適な生
活の素材とした事業を行っています。 

開発工事株式会社 

連絡先：株式会社エピュレ　お客さま窓口　フリーダイヤル  0120-669-884　 
 ホームページ  http://www.epure.co.jp

　株式会社エピュレは、2000年に電源開発グループの中で「流木という資源を生かした製品」の販売部門
として発足しました。流木を乾留して得られる「木酢液」には優れた成分が豊富に含まれている事は知られ
ていましたが、人体に有害な成分が二種類含まれていて、それだけを取り除く事が難しかった為に、人体に
使用する事は禁じられていました。そこで研究を重ねた結果、優れた成分はそのまま残し、有害な成分だけを
取り除く技術を世界で初めて開発しました。この技術によって、流木から「自然の恵み」と呼ぶにふさわしい「精
製木酢液」をつくり、これを原料として「健康な肌への夢」を提供する化粧品シリーズを商品化しました。 

株式会社エピュレ 

連絡先：株式会社エコアシスト 
TEL　　03-3546-9382 
ホームページ  http://www.eco-assist.co.jp/ 
E-mail：info@eco-assist.co.jp

　電源開発（株）と（株）三菱総合研究所の技術と人材を結集し、資源リサイクルの推進、公共施設の整備、
建物エネルギーコストの削減など、環境とエネルギーに取り組まれている企業や自治体などの皆様に、メーカ
ー色のない中立的な立場から最適なソリューションをご提供します。 

株式会社エコアシスト 

「湖樹の精Ⅱシリーズ」 フレッセシリーズ 

連絡先：開発工事株式会社　フリーダイヤル  0120-71-6668　 ホームページ  http://www.kaiko.co.jp

流木炭 みずすまし 流木木酢液 ピロークッション 

　当社では、発電事業に伴い発生する副産
物などの有効利用を図るために、グループ企
業と一体となって製品の開発・事業化に取り

組んでいます。ここでは、現在グループ企業が
販売しているエコ商品の一例を紹介します。 
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年代 世界の動き 日本の動き 当社の動き 

１９５０ 
１９６０ 
 
 
 
 
 

１９７０ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１９８０ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１９９０ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２０００ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１９７２ 
 
 
 
１９７５ 
 
 
 
 
 
 
 
１９８５ 
 
 
 
 
１９８８ 
 
 
 
 
 
１９９２ 
 
 
 
 
１９９４ 
 
 
１９９５ 
 
１９９６ 
 
　〃 
 
１９９７ 
 
１９９８ 
 
 
 
１９９９ 
 
 
 
 
 
 
２０００ 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国連人間環境会議開催 
（ストックホルム） 
 
 
ワシントン条約発効 
 
 
 
 
 
 
 
オゾン層保護のためのウィーン条約
採択 
 
 
 
気候変動に関する政府間パネル 
（IPCC）設置 
 
 
 
 
｢環境と開発に関する国連会議｣開
催（リオデジャネイロ） 
 
 
 
気候変動枠組条約発効 
 
 
気候変動枠組条約第1回締結国会
議（COP1）開催（ベルリン） 
気候変動枠組条約第2回締結国会
議（COP2）開催（ジュネーブ） 
ISO14001「環境マネジメントシ
ステム」制定 
気候変動枠組条約第３回締結国会
議（COP3）開催（京都） 
気候変動枠組条約第４回締結国会
議（COP4）開催（ブエノスアイレス） 
 
 
気候変動枠組条約第5回締結国会
議（COP5）開催（ボン） 
 
 
 
 
 
気候変動枠組条約第6回締結国会
議（COP6）開催（ハーグ） 

 
 
 
 
１９６７ 
１９６８ 
　〃 
１９７０ 
　〃 
１９７１ 
 
 
 
１９７４ 
１９７５ 
 
 
 
１９７７ 
 
 
１９８４ 
 
 
 
 
 
 
 
１９９０ 
 
 
 
 
 
１９９３ 
 
　〃 
１９９４ 
 
 
１９９５ 
 
 
 
 
 
１９９７ 
 
１９９８ 
 
　〃 
 
１９９９
　〃 
 
 
 
 
 
２０００ 

 
 
 
 
「公害対策基本法」公布 
「大気汚染防止法」公布 
「騒音規制法」公布 
「水質汚濁防止法」公布 
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」公布 
「悪臭防止法」公布 
 
 
 
「大気汚染防止法」改正公布（総量規制導入） 
「振動規制法」公布 
 
 
 
通産省省議アセス通達 
 
 
「環境影響評価実施要綱」閣議決定 
 
 
 
 
 
 
 
｢地球温暖化防止行動計画｣決定 
 
 
 
 
 
｢再生資源の利用促進に関する法律｣
公布 
｢環境基本法｣公布 
｢環境基本計画｣閣議決定 
 
 
「容器包装リサイクル法」公布 
 
 
 
 
 
「環境影響評価（アセス）法」公布 
 
エネルギーの使用の合理化に関する
法律（省エネルギー法）｣改正公布 
「地球温暖化対策の推進に関する
法律」公布 
「PRTR法」公布 
「ダイオキシン類対策特別措置法」
公布 
 
 
 
 
｢循環型社会形成推進基本法｣公布 

１９５２ 
１９６０ 
１９６４ 
　 
 
 
 
 
 
 
 
 
１９７３ 
 
１９７５ 
 
１９７６ 
 
１９７７ 
１９８０ 
１９８２ 
 
 
１９８６ 
 
１９８７ 
 
 
 
１９９０ 
　〃 
 
　〃 
 
 
１９９３
　〃 
 
１９９４
　〃 
 
１９９５ 
 
 
 
 
 
１９９７ 
 
１９９８
　〃 
 
 
１９９９ 
　〃 
　 
　〃 
 
　 
　 
２０００
　〃 
　〃 
　〃 
 
　〃 
 
　〃 

当社設立 
御母衣、庄川桜の移植実施 
磯子火力発電所に関する公害防止
協定を横浜市と締結（横浜方式） 
 
 
 
 
 
 
 
 
沼原、運開（湿原の保全） 
 
高砂火力1号機、排煙脱硫装置完成 
（我が国初の全量排煙脱硫装置） 
十津川第一、取水口を表面取水設
備に改造 
船明、運開（魚道設置） 
魚梁瀬、取水口を選択取水設備に改造 
竹原火力1号、排煙脱硝装置設置 
 
 
磯子火力、神奈川県「公害防止功労」
受賞 
石川石炭火力、第2回公共の色彩賞
環境色彩十選に入選 
 
 
｢地球環境問題対策委員会｣設置 
西吉野第一、河川維持流量の放流
開始（既設発電所で当社初） 
田子倉、流木炭の製造開始 
 
 
｢環境行動推進会議｣設置 
「でんぱつ環境行動指針」策定 
 
熊牛、通産省グッドデザイン賞受賞 
中国、高硫黄炭脱硫技術実証試験 
（黄島発電所）試験運転開始 
竹原火力2号機、流動床ボイラ転換 
 
 
 
 
 
奥清津第二、土木学会技術賞受賞 
（地域との共生･開放型発電所） 
「新でんぱつ環境行動指針」策定 
オーストラリア国の植林事業に着手 
 
 
松浦火力、ISO14001認証取得 
大間原子力発電計画、国の電源開
発基本計画に組み入れ 
奥只見･大鳥増設建設所、 
ISO14001認証取得（建設機関と
して国内初） 
 
「環境管理規程」制定 
「電源開発環境方針」策定 
建設部 ISO14001認証取得 
苫前ウィンビラ発電所運開 
（国内最大級の風力発電所） 
沖縄海水揚水土木学会技術賞受賞 
（環境創生地） 
橘湾火力運開 
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●当社では、1998年より環境に対する身近な取り
組みの一つとして、火力発電所の構内で非木
材紙の原料となるケナフの栽培に取り組んでい
ます。収穫したケナフは本レポートの用紙や名刺
などに活用しています。 

このレポートには、ケナフ紙を使用しています 

ケナフ 
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